
神奈川県保健福祉局保健医療部保健予防課 

申請時の注意事項 
被爆者健康手帳の交付にあたっては、昭和５１年３月１８日付け厚生省公衆衛生局企画課

長通知で「原爆投下後年月を経過し一層困難を伴ってきているが、添付される証明書等の書

類は、認定の判断材料であって、認定はこれらの資料等により被爆の事実を認めた上で行う

こと」とされており、①書面審査だけでなく、可能な限り申請者本人及び申請者の証明人か

らの事情聴取、②申請者の家族に対する手帳交付の有無、③その時点で手帳の交付申請を行

う理由等の把握、④適切な審査体制、⑤適宜広島県、長崎県、広島市又は長崎市への照会を

行うこととされています。 

 

 （１）被爆者健康手帳 

   ア 被爆者健康手帳交付申請書（当時の状況がわかるように詳しく記載して下さい。） 

   イ 住民票の写し 

   ウ 添付書類 

   ○直接被爆者の場合 

①当時の市町村長が発行した被災証明書その他公の機関が発行した証明書（本人の

記載があるもの） 

②①がない場合、当時の書簡（手紙、その他）、写真等の記録書類 

③①・②がない場合、市町村長等の公的証明書 

④①・②・③がない場合、第三者（３親等内の親族を除く。）２人以上の証明書

（被爆状況証明書） 

第三者とは直接被爆したことを確認した人であって、当時一緒にいて被爆した

人、または被爆前後の事情をよく知っている人。当時ｌ５歳以上の者で手帳取

得者が望ましい。 

※三親等内の親族とは、配偶者・父母・祖父母・兄弟姉妹・曽祖父母、伯父母、

おい・めい等をいいます。（以下同じ） 

⑤①・②・③・④がない場合 

申請者本人以外の者の証明書又は申請者本人において当時の状況を記載した

申立書及び誓約書 

⑥前各号の他、当時の勤務証明言・在学証明書・軍歴証明書などが得られる者は必

ず添付します。 

 ・陸軍の場合 当時の本籍地の都道府県に照会する。神奈川県:福祉部保健予防課 

 ・海軍の場合 厚生労働省社会援護局業務課調査資料室に照会する。 

   ○入市者の場合 

① 当時の市町村長が発行した被災証明書その他公の機関が発行した証明書（本人の

記載があるもの） 

② ①がない場合、当時の書簡（手紙、その他）、写真等の記録書類 

③ ①・②がない場合、市町村長等の公的証明書 

④ ①・②・③がない場合、第三者（３親等内の親族を除く。）２人以上の証明

書（被爆状況証明書） 

第三者とは、一緒に入市した人、入市したことを確認できる人、または入市時

に入市区域内で会った人。当時ｌ５歳以上の者で手帳取得者が望ましい。 

⑤①・②・③・④がない場合 

申請者本人以外の者の証明書又は申請者本人において当時の状況を記載した

申立書及び誓約書 

⑥前各号の他、当時の勤務証明言・在学証明書・軍歴証明書・同行入市者名簿など

が得られる者は必ず添付します。 
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○死体処理及び救援活動従事者等の場合 

① 当時の書簡（手紙、その他）、写真等の記録書類 

② ①がない場合、市町村長等の公的証明書 

③ ①・②がない場合、第三者（３親等内の親族を除く。）２人以上の証明書（被

爆状況証明書） 

第三者とは、被爆者を搬送（輸送）した人、救護、死体の火葬、埋葬した人、

または収容所内で看護をした人。当時ｌ５歳以上の者で手帳取得者が望ましい。 

④①・②・③がない場合 

申請者本人以外の者の証明書又は申請者本人において当時の状況を記載した

申立書及び誓約書 

⑤前各号の他、当時の勤務証明言・在学証明書・軍歴証明書・一緒に看護等に従事

した者の名簿などが得られる者は必ず添付します。 

⑥海上被爆の場合は、直接被爆者の例によります。 

   ○胎児の場合 

① 申請者の戸籍抄本 

（申請者とその母親の両方の氏名、生年月日が記載されたもの） 

② 母親の被爆者健康手帳の写し 

③②がない場合、母親の被爆者健康手帳の取得若しくは返納した都道府県市の場

所についての陳述 

 

（２）第一種、第二種健康診断受診者証 

ア 第一種健康診断受診者証交付申請書又は第二種健康診断受診者証交付申請書 

（当時の状況がわかるように詳しく記載して下さい。） 

   イ 住民票の写し 

   ウ 添付書類 

① 当時の書簡（手紙、その他）、写真等の記録書類 

② ①がない場合、市町村長等の公的証明書 

③ ①・②がない場合、第三者（３親等内の親族を除く。）２人以上の証明書（被

爆状況証明書） 

第三者とは直接被爆したことを確認した人であって、当時一緒にいて被爆した

人、または被爆前後の事情をよく知っている人。当時ｌ５歳以上の者で受診者

証取得者が望ましい。 

④①・②・③がない場合 

申請者本人以外の者の証明書又は申請者本人において当時の状況を記載した

申立書及び誓約書 

⑤前各号の他、当時の勤務証明言・在学証明書・軍歴証明書などが得られる者は必

ず添付します。 

○胎児の場合 

① 申請者の戸籍抄本 

（申請者とその母親の両方の氏名、生年月日が記載されたもの） 

② 母親の健康診断受診者証の写し 

③②がない場合、母親の健康診断受診者証の取得若しくは返納した都道府県市の

場所についての陳述 

  ※ 被爆確認証の審査は、手帳又は健康診断受診者証の審査に準じて行うため、被爆 

     確認証の交付申請を行う際には、手帳又は健康診断受診者証交付申請手続時と同様の 

     添付書類が必要となります。 
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被爆者健康手帳・第一種健康診断受診者証・第二種健康診断受診者証の概要 

 

 

被爆者の取扱い 拡大区域の取扱い［新設］
（放射線の影響あり） （放射線の影響なし）

医療の給付
○認定疾病 ○健康管理手当

（法第10条）

医療が必要な者

心身症等
○一般疾病

○保健手当等

※医療の給付
　被爆体験医療受給者証

申請 申請 有 なし

医師による判断
・要治療性の有無

（予算補助）

（S49.7衛発402通知）

保健指導等

原爆体験
精神症状

有 なし
放射線の影響なし 放射線の影響あり

健康診断
（法附則　第17条）

・一般検査 ・一般検査（省令）
・がん検査 （省令） ・ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ検査(予算)
・精密検査

○被爆者健康手帳 ○第一種健康診断受診者証 ○第二種健康診断受診者証
被爆地域 健康診断特例区域 拡大要望区域
（政令別表１・２） （政令別表３） （政令別表４）

居住者 居住者 居住者
入市者 胎児 放射線の影響なし
放射線の影響あり
胎児

被爆者及び従来の健康診断特例区域対象者 爆心地から１２キロメートルの区域内
拡大要望区域の対象者 被爆地域、健康診断特例区域以外

（法第１条）

被爆者健康手帳の交付

放射線の影響を受ける
事情があった者(３号)

被爆地域居住者（１号）
指定区域入市者（２号）
１～３号の胎児（４号）

原子爆弾の障害
作用に起因して
疾病等にかかり
現に医療を要す
る状態にある被
爆者

②医療等の給付 ③諸手当の支給

被爆者（被爆者健康手帳保持者）

①健康診断の実施
（法第７条）

（予算補助）

○医療費の自己
負担額の補助

特定の精神
疾患

ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ

○健康管理手当の対象
障害に該当した場合
（放射線の影響による
ものでないことが明ら
かである者を除く）

原爆体験による精神
の悪影響と身体的健
康度低下の可能性

都道府県知事は被爆
者に対し、毎年、厚
生労働省令で定める
健康診断を実施

（法第18条）

（法第27条）
厚生労働省令で
定める障害を伴
う疾病（放射線
の影響によるも
のでないことが
明らかである者
を除く）に支給

①造血、②肝臓、③が
ん、④内分泌、⑤脳血
管、⑥循環器、⑦腎臓、
⑧水晶体、⑨呼吸器、⑩
運動機能、⑪潰瘍

被爆者健康手帳
は交付できない

（予算補助）（法第２条）

医療の給付
は、現在、
長崎県の爆
心地から１
２ｷﾛﾒｰﾄﾙ以
内に住んで
いる方のみ

被爆者援護対策の照会先等 


